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Abstract 
In Japan many earth and sand disasters happen .every year and many people died. Moreover there 
are many dangerous parts where sand disasters may happen. But we can’ t have disaster 
prevention institutions in all dangerous parts. Lately some specialists argue that we must cope 
with the disaster flexibly such as stop the use of roads in the heavy rain and talk about the way to 
escape safely with cooperation on the residential parts. 
I’m sure we should use IT effectively in making these new systems. I n this study I propose what 
the technology for disaster prevention should be like, making reference to the way our company 
utilizes IT and some cases of local disaster prevention learning. 
 
 
1 はじめに 

日本では 2006 年に 1441 件の土砂災害が発生し、25 名の方が亡くなられた。一方、

土砂災害危険箇所は、土石流危険箇所 18 万箇所、地すべり危険箇所 1 万箇所、急傾斜

地崩壊危険箇所 33 万箇所と多く、全箇所の予防対策を講じることは不可能である。ま

た、近年地球温暖化の影響で豪雨時の時間雨量が増加する傾向にあり、災害を防止する

技術がますます重要となってきている。 
そのため防災施設を作るのではなく、道路であれば豪雨時に道路の通行止めをすると

か、宅地であれば地域が協力して安全に逃げる方法を考える、などのソフト的な対応を

行うことが大事になってきている。これらの新しい仕組みを作るにあたり、IT を有効

利用する必要がある。当社で行っている IT を利用した技術を例に、今後の防災・減災

技術のあるべき姿を考えてみた。 
 

２ 道路・宅地の防災事業の流れと問題点 

道路・宅地の防災事業の流れと問題点を以下に示す。 
 道路 宅地 問題点 

危険箇所の予知 防災点検 住民要望 目視点検主体で主観が入る 

予防対策 災害防除事業 各種補助 事業費の縮小 

被災時対応 管理者の対応 住民・市町村対応 情報の収集・伝達の混乱 

災害復旧工事 災害復旧事業 市町村の助成金 事業費の縮小 

被害縮小 交通止め 避難（自主・勧告） 仕組み作りが十分でない 

 

３ 災害関係の IT 技術の進歩状況 

３-１ 斜面など地盤の動きを監視する技術 

目視による監視から、伸縮計などの機械による監視に変化し、現在はその結果をリア

ルタイムで確認できる技術が発達してきている。リアルタイムで確認できると同時にあ



る値になったら携帯電話に警報メールを入れることが手軽にできるようになってきた。

図１は当社で開発したシステムの説明図である。 
３-２ 雨量予測技術・表示技術の進歩状況 

雨量予測技術・表示技術に関する技術の変遷を以下に整理した。 
① テレビ・ラジオの天気予報による情報伝達（狭い地域の雨量は不明） 

② 雨量データのリアルタイムインターネット配信 

③ 3 時間後雨量予測とインターネット配信（図３は島根県の配信事例） 

④ 雨量予測から災害危険度判定をしたものを配信 

 

４ IT を利用した道路危険箇所の予知及び交通止めの判断 

４-１ 危険箇所の予知 

① 現状 

a) 5年に 1回程度、防災点検表に技術者が状況を記入し、安定度の判断を行う。 

b) 安定度、路線の重要度などから、優先順位を決定し、災害防除事業を行う。 

② 今後 

a) 点検の内容・頻度の改善 

道路パトロール時の点検箇所を専門家がリストアップし点検表を作成。月 1

回程度、道路パトロール時に点検表に従い点検する。この結果で変状の進

行性の有無を把握する。 

b) 変状の進行性が緩慢な場合は定期的に計測結果回収 

伸縮計による地盤変位・アンカー張力などの計測を行い、計測結果を道路

パトロール時に無線で回収する。 

４-２ 交通止めの判断 

上の b）にて動きが顕著にある場合は、次のように対応する。 

ケース１ すぐに対策工事を行う 

ケース２ 計測結果変動時に交通止め 

ケース２の場合の具体的な例を以下に示す。 

図２は道路際への伸縮計設置状況と計測結果である。 

伸縮計によるリアルタイム計測を行い、インターネット配信をしている。 

２mm/時間になったら、関係者の携帯電話に警報メールが入り、関係者は動きの

状況を PC 又は携帯電話で確認し、対応を検討する。 

事前に交通止め基準を決めておき（この事例は5mm/時間など）、２mm/時間～5mm/

時間の間に対応準備を行う。 

 

５ IT を利用した宅地の被害縮小対策 

被害を縮小するためには、適切な情報に基いて、適切に判断し、決められた役割分担

に従って安全に行動することが大切である。この内、適切な情報を確実に提供する部分

出 IT の役割が大きい。各段階での IT の役割を以下に示す。 
① ハザードマップの作成と公開 -------- ネットでの公開 

② 豪雨時など情報伝達システムの構築 -- ネット、携帯メールによる情報伝達 

リアルタイム雨量情報・3 時間予測雨量情報・土砂災害危険度情報など 



③ 地域防災学習 

ハザードマップ、地域の人の経験、豪雨時情報などを集約して、地域の仕組み

を地域の人が自ら構築する。（避難基準や避難場所、避難経路、役割分担など） 

④ 避難訓練 

⑤ 実際に避難 -----被災情報収集と公開 

 

６ おわりに 

IT 技術をシステムに組み込むことで、より確実

な防災・減災に繋がる。ただし、IT による情報提

供は、交通止めのきっかけであったり、住民が逃

げる際の情報の一つである。 
その結果を有効にするためには、関係者がよく

話し合い、役割分担を決め、訓練をしておくこと

が大切である。図４は地域の人と防災学習をしてい

る様子である。関係者がよく話し合うことで一体感

が生まれ、力を合わせて協力し合うという気持ちが生まれる。また、IT 技術は災害

に対して脆い部分を含んでいる。そのことを十分配慮しておくことも大事である。 
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図４ 地域防災学習の様子 

図１ 斜面の動きの監視システム 
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図２ 交通止め判断を伸縮計で行っている事例 

図３ 3 時間後雨量予測の事例（島根県） 


